
各種支援策反映（令和 4 年 12 月 15 日時点） 

コロナ禍において原油価格・物価高騰等に直面する方々への支援方針 

令和 4 年５月２４日 

酒 田 市 

 

本市においては、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が緩和されつつあるものの、コロナ禍

の影響の長期化により、本市の市民生活や地域経済への影響は依然として続いている。こうした中、ロ

シアによるウクライナ侵攻などの影響により、原油や穀物等の国際価格は高い水準で推移し、民間消費

や企業活動を下押しするなど、地域経済への影響が顕在化する可能性が生じている。 

このため、以下に掲げる３つの支援を柱とした方針に基づき、コロナ禍において原油価格・物価高騰

等に直面する市民及び市内事業者の負担軽減を図る。 

 

１ 生活困窮者への支援  

 コロナ禍で経済的に厳しい環境に置かれた市民の生活を維持するため、生活困窮世帯への支援などを

実施し、真に生活に困っている市民の負担軽減を図る。 

●電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業（福祉企画課） 

予算額 666,618 千円【11 月専決】 

令和４年度住民税非課税世帯等に対して、１世帯あたり５万円を給付する。 

●住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業（福祉企画課） 

予算額 133,075 千円【６月補正】 

令和４年度住民税非課税世帯等に対して、１世帯あたり 10 万円を給付する（令和３年度に給付した

世帯を除く）。 

●生活困窮者自立支援金支給事業（福祉企画課） 

予算額 14,383 千円【当初、６月補正、９月補正、12 月補正】 

コロナウイルス等の影響により困窮し、緊急小口資金等の特例貸付等を利用できない世帯の自立を

図るための支援金支給事業の申請期限を 12 月末まで延長する。 

●子育て世帯生活支援特別給付金給付事業（子育て支援課） 

予算額 204,480 千円【６月補正】 

児童扶養手当受給世帯等、低所得の子育て世帯に対して、酒田市独自の５万円の上乗せを含む子供

一人あたり 10 万円をプッシュ型で給付する。 

●低所得世帯等生活支援臨時給付金給付事業（福祉企画課） 

予算額 78,149 千円【７月補正】 

 令和４年度住民税非課税世帯のうち、「高齢者世帯」「障がい者世帯」「ひとり親世帯」「要介護世

帯」に対して、１世帯あたり１万円を支給する。 
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２ 子育て世帯への支援  

 本市の未来を担う子供たちの暮らしを維持するため、保護者等への支援を実施し、子育て世帯の負担

軽減を図る。 

●さかた子育て応援臨時給付金事業（子育て支援課） 

予算額 266,530 千円【12 月補正（追加）】 

18 歳以下の児童を養育している保護者に対して、児童１人あたり２万円を給付する。 

●小・中学校給食事業（企画管理課）          予算額 24,595 千円【６月補正】 

●法人立保育所等補助事業（子育て支援課）       予算額 11,664 千円【７月補正】 

●保育所管理事業（子育て支援課）           予算額 2,994 千円【７月補正】 

●児童発達支援センター管理事業（子育て支援課）    予算額 264 千円【７月補正】 

食材費の高騰により保護者負担である給食費の値上げが必要であるが、酒田市が負担することで今

年度の給食費を据え置く。 

●【再掲】子育て世帯生活支援特別給付金給付事業（子育て支援課） 

予算額 204,480 千円【６月補正】 

児童扶養手当受給世帯等、低所得の子育て世帯に対して、酒田市独自の５万円の上乗せを含む子供

一人あたり 10 万円をプッシュ型で給付する。 

 

 

３ 事業者への支援  

 原油価格や物価高騰等によって特に影響を大きく受ける業種の経営環境の維持及び市民生活や経済活

動への影響を最小化するため、集中的な支援（経済対策）を実施し、市内事業者の負担軽減を図る。 

 

●介護保険事業所等物価高騰等対策支援事業（高齢者支援課） 

予算額 24,150 千円【９月補正】 

●障がい福祉サービス事業所物価高騰等対策支援事業（福祉企画課） 

予算額 7,850 千円【９月補正】 

 介護サービス事業者、障がい福祉サービス事業者を対象に、サービス区分に応じた補助金を交付す

る。 

●法人立保育所等補助事業（子育て支援課）       予算額 6,856 千円【９月補正】 

●放課後児童健全育成事業（子育て支援課）        予算額 501 千円【９月補正】 

●つどいの広場事業（子育て支援課）           予算額 27 千円【９月補正】 

 認可保育所・認定こども園を運営する事業者等を対象に、定員数に応じた補助金を交付する。 
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●農業水利施設電気料金高騰対策事業（農林水産課） 

予算額 17,746 千円【12 月補正（追加）】 

土地改良区が管理する農業用水利施設の電気代上昇分を補助金で支援する。 

●魅力ある園芸やまがた所得向上支援事業（農政課）  予算額 14,871 千円【９月補正】 

農業者を対象に、耐用年数が経過した園芸ハウスの再整備・改修に係る経費を補助金で支援する。 

●農業経営緊急対策支援事業（農政課） 

予算額 241,416 千円【６月補正、７月補正、12 月補正（追加）】 

 米・畑作物を生産する農業者のセーフティーネットである「米・畑作物の収入減少影響緩和交付金

（ナラシ対策）」の加入者積立金の一部を補助金で支援する。 

 農業者のセーフティーネットである農業経営の収入保険の保険料を補助金で支援する。 

 農業者を対象に、水稲は面積に応じた補助金、水稲以外は農業生産資材購入に対する補助金を交付

する。 

●畜産飼料価格高騰対策支援事業（農政課） 

予算額 12,600 千円【７月補正、12 月補正（追加）】 

 畜産事業者を対象に、配合飼料の購入費用に応じた補助金を交付する。 

●飲食店等消費喚起推進事業（商工港湾課） 

予算額 238,535 千円【３月補正（追加）、８月補正、12 月補正】 

 飲食、交通、宿泊、旅行の事業者を対象に、対象決済額の最大 30％を消費者にポイント還元するキ

ャッシュレス決済キャンペーンを７～８月に実施し、消費を喚起する。 

●新型コロナウイルス感染症関連経済対策事業（商工港湾課） 

予算額 207,530 千円【３月補正（追加）、６月補正、12 月補正（追加）】 

 一般貨物自動車運送業等を対象に、保有する運送車両台数に応じた補助金を交付する。 

 地域公共交通事業者等を対象に、保有する車両台数に応じた補助金を交付する。 

 市内事業者を対象に、法人 10 万円、個人事業主５万円の給付金を給付する（大企業等を除く）。 

●廃棄物対策事業（環境衛生課）  予算額 38,136 千円【７月補正、12 月補正（追加）】 

 一般廃棄物収集運搬許可業者等を対象に、事業に使用する車両等の数に応じた補助金を交付する。 

●観光戦略・インバウンド推進事業（交流観光課） 

予算額 7,737 千円【７月補正、12 月補正（追加）】 

 日帰り温泉事業者を対象に、灯油購入量に応じた補助金を交付する。 

 

 

※国や県の支援策の動向を踏まえ、今後も引き続き必要な支援を検討していく。 


